
新潟市医師会地域医療研究助成事業 

 

平成 24 年度から、新潟市医師会独自の研究助成事業を開始致しました。 

新公益法人制度改正により、新潟市医師会は平成 25 年度より一般社団法人へ移行しま

す。これを契機に、これまでの医師会事業を見直し、新たに実施するものです。平成 23 年

12月から理事会内で検討を行い、事業内容をまとめ、平成 24 年 3月 30 日の代議員会で

承認頂きました。 

新潟市医師会として、新潟市における地域医療・保健・福祉の充実、向上に貢献するこ

とを役割の一つと考えており、この目的にかなう研究に助成するものです。公衆衛生学分

野、検診・ドックなどの予防医学分野、介護・障がいなどの福祉学分野、救急・災害医療

学分野を主に対象としています。 

少子高齢化社会という言葉に代表されるように、社会はダイナミックに変化しています。

新潟市においても例外ではありません。広域合併した新潟市には、全体として、また各区・

地域ごとに、それぞれの特性に応じた課題があると思います。新潟市における課題は何か

をテーマとして、学術的に研究して頂きたいと考えております。身近な問題に関心を持つ

若い基礎研究者を支援、育成したいという思いが込められています。 

また、私たちが関わる医療、福祉、介護などの分野は相互に密接に関係しており、医師

だけで解決できるものでなく、関連職種の相互連携が必要です。そこで、これまで医学的

な学術研究に縁遠かったかも知れない介護や福祉に携わる方々や行政の皆様方にも積極的

に参加して頂けるようにしたいと思っています。医師会員が共同研究者として１人でも入

っていれば応募できます。医師会員の先生方にはどうぞご協力をして下さいますようお願

い致します。 

採択された研究については、研究成果を互いに討論し、問題点を共有し、医師会の事業

や新潟市の施策に反映できる発表の場として、研究助成分野の専門家に学術研究会を立ち

上げて頂き、医師会として後援して行く事になっております。 

なお、研究助成の審査に際しては、当該分野の外部の専門家にも加わって頂きますが、

医学・医療に限らず、行政の責任者や法律の専門家にも審査委員に加わって頂き、できる

だけ透明性を確保しながら助成事業を運営して行く方針ですのでご理解頂けますようお願

い致します。多くの有益な研究応募がありますよう期待しております。 

 

平成 24 年 4月 1日 

新潟市医師会長 佐 野 正 俊 


